会議の概要
（１）座長の選任
　　　委員の互選により河田委員を座長に選出

（２）委員の主な意見
①「咲洲庁舎の安全性についての検証結果」について
　 ○咲洲庁舎の建物としての安全性を確保することは技術的に可能だと思うが、府の防災拠点として考えた場合、津波による大阪市内の浸水や、液状化による周辺のインフラ被害等を踏まえる必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 ○東北地方太平洋沖地震の震源地から７００ｋｍある咲洲庁舎の地震動の強さが、震源地から１００ｋｍ前後の仙台と同じ程度というのは大きな問題。震源地に近い東南海・南海地震の場合、距離が近いのだから、揺れが２倍程度で済むのかという素人的な疑問は出てきそう。解析に用いた地震波の妥当性を再検証した方がよい。　　

　 ○超高層建物の耐震施策として、制振ダンパーを設置することは有効。ただ、咲洲庁舎の場合は地盤との共振が問題。固有周期を変えることが出来れば効果的。下層フロアを極端に硬い構造にして、実質的な高さを低くしてしまうことや、免震化することなどが考えられるが、実際には難しい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 ○今回見直した建物の解析モデルについては、長辺方向と短辺方向でエネルギーをやりとりしているようなので、１方向入力ではなく、長辺・短辺の２方向入力を検討すべき。また時間変化に伴う揺れの変化が再現できているかなど、更にツールとしての信頼性を高める必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ○人工島である咲洲では洪積層まで地盤沈下（圧密沈下）するメカニズム。庁舎として長期間使うには、先端が洪積層に達している基礎杭の健全性についてもチェックすべき。
　 ○津波の高さは、現在の想定の２倍と仮定しているが、精密な解析は国レベルの対応としても、府としてもできる範囲で過去のシミュレーションの改良等を試みた方が良い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 ○止水対策は重要だが、止水できなかった場合にどういうことが起きるかもシミユレーションしておくべき。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○咲洲は洪積層の沈下がまだ続いている。また東北地震のように地殻変動によって、護岸構造ごと地盤が沈下するおそれもあるなどのリスクも考慮すべき。　 
○咲洲地区の液状化で注意すべきは、直下に砂地が多い護岸部分。注意すべきポイントでは表土をサンプル採取して土質の物性を確認しておけば良い。その他にも、地盤改良工事は一定効果が認められるが、埋土がポンプから射出される際に、結果的に不均衡な埋め立てがなされていることもある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②大手前の庁舎の現状と本館の耐震補強について
　　　○本庁舎の耐震化は免震工法が最も適している。問題は上町断層帯地震のリスクをどの程度とみるか。現在ＪＳＣＡなどが研究している波形モデル（告示波の1.2～1.8倍程度）が公表されれば、咲洲と同様、検証を行うべき。　　　　　　　　　　　　
　 　○上町断層帯は逆ずれ断層のため、地震動だけでなく、沈下や隆起などの地盤変位が起こることも想定に入れて、設計するべき。その意味では、場所は別として防災拠点が２か所あることは自体は望ましいこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○防災拠点の問題は次回に議論する予定だが、災害時の司令機能としての庁舎は、発災直後だけでなく、長期間さまざまな事態に対処し続けていくため、人員ができるだけ１つに固まっていることが望ましい。私は、防災拠点の機能は本庁舎に集約させるべきだと思う。

次回は、周辺地域のインフラ被害の影響なども踏まえ、防災拠点のあり方など、十分検討したい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
　（今後の対応）　　

○本日各委員から指摘のあった事項については、第３回会議（７月中旬予定）において、事務局としての検討結果を報告したい。　　　

この記録は、大手前・森之宮まちづくり課において作成しました。
